
公 告

下記のとおり入札を実施するので、入札説明書及び入札心得書を熟知の上、
参加されたい。

令和８年７月６日
特別調達資金契約等担当官
北関東防衛局長 池田 眞人

記

１ 入札方式 一般競争入札

２ 入札に付する事項
（１）入札件名：令和８年度航空燃料の送油に係る役務
（２）履行内容：硫黄島に輸送された航空燃料を燃料給油施設から地上式

燃料タンクへ送油等を行うものである。
（３）履行場所：東京都 小笠原村 硫黄島
（４）履行期間：契約締結の翌日から令和８年９月１０日まで
（５）本件は、入札及び資料提出等を紙入札方式で行う案件である。申請

の方法は、入札説明書による。

３ 競争参加資格
（１）予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号。以下「予決令」
という。）第７０条及び第７１条第１項の規定に該当しない者である
こと。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結の
ために必要な同意を得ている者は、同令第７０条中の特別の理由があ
る場合に該当する。

（２）令和７・８・９年度防衛省所管競争参加資格（全省庁統一資格）に
おいて「役務の提供等」の「Ａ」又は「Ｂ」の等級に格付けされ、関
東・甲信越地域の競争参加資格を有する者であること。（会社更生法
（平成１４年法律第１５４号）に基づき更正手続開始の申立てがなさ
れている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者については、手続開始の決定後、
再度級別の格付を受けていること。）。

（３）会社更生法、又は民事再生法による手続開始（更生・再生）の申立
てがなされている者（再度級別の格付けを受けた者を除く。）でない
こと。

（４）一般競争参加資格確認申請書及び競争参加資格確認資料（以下「申
請書」という。）の提出期限の日から開札の時点までの期間に防衛省
から指名停止を受けている期間中でないこと。

（５）入札に参加しようとする者の間に資本関係、人的関係又はそれら
と同視しうる関係がないこと（資本関係又は人的関係がある者のす
べてが共同企業体の代表者以外の構成員である場合を除く。）。詳細



は入札説明書による。
（６）暴力団関係者の排除
ア 都道府県警察から暴力団関係業者として防衛省が発注する工事等
から排除するよう要請があり、当該状態が継続している有資格業者
については、競争参加を認めない。

イ 入札後、契約を締結するまでの間に、都道府県警察から暴力団関
係業者として防衛省が発注する工事等から排除するよう要請があり、
当該状態が継続している有資格業者とは、契約を行わない。

４ 入札手続等
（１）担当部局

〒３３０－９７２１ 埼玉県さいたま市中央区新都心２－１
さいたま新都心合同庁舎２号館
北関東防衛局管理部業務課
電話 ０４８－６００－１８００（内線２３１３又は２３１８）
FAX ０４８－６００－１８３３
メールアドレスについては、入札説明書を交付する際にお伝えする。

（２）入札説明書等の交付期間等
ア 交付期間

入札公告日から令和８年７月１７日まで。紙入札方式によるため、
行政機関の休日に関する法律（昭和６３年法律第９１号）第１条第１
項に規定する行政機関の休日（以下「行政機関の休日」という。）を
除く毎日、９時から１７時まで（正午から１３時までの間を除く。）。

イ 交付場所
（１）において交付する。

（３）申請書の提出期限等
ア 提出期間

入札公告日から令和８年７月１７日まで。ただし、最終日は正午必
着とする。
イ 提出場所
紙入札方式によるため、行政機関の休日を除く毎日、９時から１７

時まで（正午から１３時までの間を除く。）に（１）へ持参、郵送（書
留郵便に限る。）若しくは託送（書留郵便と同等のものに限る。）（以
下「郵送等」という。）又は電子メールにより提出すること。

（４）入札書の提出期限等
ア 郵送等による場合
(ｱ) 提出期限 令和８年７月１３日から同年７月１７日まで。
(ｲ) 提出場所 （１）に同じ
(ｳ) 提出方法 持参又は郵送等により提出（必着）すること。なお、

電子メールによる提出は認めない。
イ 開札日に持参による場合
(ｱ) 提出期限 令和８年７月２１日 １３時３０分
(ｲ) 提出場所 北関東防衛局８階入札室

（５）開札の日時及び場所
ア 日時



令和８年７月２１日 １３時３０分
イ 場所

北関東防衛局８階入札室
さいたま市中央区新都心２－１ さいたま新都心合同庁舎２号館
ただし、入札者が立ち会わないときは管理部業務課事務室

５ 適用する契約事項
（１）契約条項
（２）暴力団排除に関する特約条項
（３）談合等の不正行為に関する特約条項
（４）契約金額の精算に関する特約条項
（５）上記のほか落札者が中小企業信用保険法第２条第１項に規定する中

小企業である場合は、「債権譲渡禁止特約の部分的解除のための特約
条項」を別途適用する。

６ 落札者の決定方法
（１）予決令第７９条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲

内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。ただ
し、 落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該
契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められると
き、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこと
となるおそれがあって著しく不適当であると認められるときは、予定
価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格
をもって入札した者を落札者とすることがある。

（２）落札者となるべき者の入札価格が予決令第８５条の規定に基づいて
作成された基準（以下「調査基準価格」という。）を下回っている場
合は、予決令第８６条の調査（以下「低入札価格調査」という。）を
行うので、協力しなければならない。

（３）落札決定に当たっては、入札書に記載された金額をもって落札額と
し、当該契約は、日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全
保障条約第６条に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍
隊の地位に関する協定の実施に伴う所得税法等の臨時特例に関する法
律（昭和２７年法律第１１１号）第７条第１項第１号の規定に基づき
消費税が免除される。

（４）開札の結果、落札となるべき者が二人以上あるときは、「くじ」で
落札者を決定する。「くじ」の実施方法の詳細は発注者から指示をす
る。

７ その他
（１）手続きにおいて使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨に限

る。
（２）契約書作成の要否 要
（３）入札保証金及び契約保証金 免除
（４）入札の無効 本公告に示した競争参加資格のない者のした入札及び

入札に関する条件に違反した入札は無効とする。


